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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は　　じ　　め　　に
　賃金問題についてはここ数年多くの著述があらわれた．多くのひとびとは，同一労働同一賃金の
原則を賃金の諸法則のなかに位置づけようとつとめたか，わが国･の年功序列賃金･については，これ
を非社会的なもの，非合法則的なもの，恣憲的なもの，とみなしてきたように思われる.
・この覚書での年功序列賃金についての叙述はこれらの見解とはまったく相反ずるものである．
　この覚書の基礎になっている賃金理論はつぎのように要約することができる．
　賃金構造の骨格をなす職種別労働力の市場価値の階層的構造は，直接には，それぞれの職種の労
働力市場をつらぬく労働力の市場価値法則によってう洙れる，個々の職種の労働力の市場価値から
構成されている．しかし，個々の職種の労働力の市場価値は孤立したものとして存在するのではな
い／それらは，それぞれの職種の労働力の需給関係以前のものによって，相互にむすびつき，牽制
しあっているiすなわち，労働の価格法則は，同一職種内の労働の価格を規制するだけでなく，さ
らに↓･個々の職種の労働力の市場価値を調整するものとして，作用している．このことは，賃金理
論が，社会的平均としての労働力の価値法則と労働の価格法則についての一般的叙述ののちに，職
種別労働力の市場価値法則についての解明にいたるべきことを要求している．
　ぐこのような賃金理論をもちいて，この覚書は，単なる年令別賃金格差の発生のための諸条件をの
べ，つい水それを手がかりにして，わが匡|のll功序列賃金を理論的にあきらかにすることをくわ
だてた.　　　ヽ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　・　　　　1･　　　　　　　●年功序列賃金についてのj里論的則斤はわが国の労働者階級の絶対的窮乏化をあきらかにするであ
ろう．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　゛’
　ｉ　・･≒，　　　　　　●　　　　　　　Ｉ　・　　｀･･”．　゛　ｔ　　，Ｉ　　ＩＪｙ’，　　　　　ゝ
　　　（この覚書は，社会政策学会第23回大会一昭和36年６月２日－での研究服告のために準備されたものであ
　るが，論題に制約されてくわしく紹介することができなかったので,⑤とこ比発表する’ことにした.）
　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　㎜
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･I　　　　　　　　　〃
　賃金資料の操作によって，一国の賃金構造のなかに年令別賃金格差をみいだすことができる．
　だが，職種別労働力の市場価値ぱ，主として複部変におうじて√階層的構造を形づくっており，
それが,‘さらに職種別標準賃率の階層的構造に転化する.iそうして，現実の年令別賃金格差は，年
令の差異が労働力の個別的価値や労働の質量の差異と,／たまたま，むすびつくとき,に･,‘これらの標
準賃率のあいだか,づまたは，標準賃率をめぐってJ，発生する.J=　　＼く
　ー匡|の賃金統計でえられる年,令別賃金構造はこれらの個々の年令別賃金格差の複合体として存在
するものである．　　／　　　　犬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　丿
　もちろん，年令別賃金格差は賃金にかんする諸法則にてらしあわせて論じられねばならない．労
働の価格法則と職種C別労働力の市場価値法則との関連のなかで,ブ15令別賃金格差発生の二般的可能．
性を論じてみたい．
　このことは年功序列賃金発生のための諸条件をあきらかにするのに役立つであろう．一
まず，年令の上昇か，たまたま，労働の複雑度の向上とむすびつ･き，そのために賃金の上昇かも
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たらされ，年令別賃金格差が発生する，というばあいについて.＊
　　＊　労働のｍは捨象する．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘
　｛そのー｝
　労働の複雑度の低い職種に低年令層労働力が，高い職種に高11令層労働力が集中するときに，前
者の労働力の市場価値と後者のそれとのあいだに成立する熟練格差は，年令別賃金格差をもかねて
いる．
　職種別労働力市場にあらわれる労働力の個別的価値は，程々の事情からその大いさか異ってくる
が，年令的要索を問題にするならば，特定市場での労働力の市場価値はその市場で支配的な年令層
の労働力の個別的価値に一致する.＊
　　＊この覚書では，職種別労働力の市場価値にかんしで,平均原理のもとでのそれの成立を考えている．限界
　原理のもとでのそれの成立を云々する見解は，平均原挫による社会的平均としての労働力の価値規定そのもの
　を破壊している．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　もちろん，ここでの年令は，独身時代とか三人家族時代とかいう，生活費の増大をしめすいくつ
かの年令階層をさしているのであって，小きざみの年令ではない．
　こうして成立した特定職種の労働力の市場価値は，その職種の市場でいかなる年令の労働者もそ
の市場価値をうけとるという憲味では，もはや年令的要素をうしなっているのであるが，他方では
その職種の労働力市場に同じ年令層の労働者が集中しているという意味では，なおも年,令的要素を
のこしている，といえよう．
　特定職種の労働力の市場価値がこのような過程を通･じて形成されるにもかかわらず，結局，それ
ぞれの職種［のあいだの労働力の市場価値の差異は，社会的平均である簡単労働からの複州度の背離
の度合を表現しているのである．したがって，ここでの労働力の市場価値は，異種労働間をつらぬ
く労働の価格法則によ,つて調整されている．
　特定の条件のもとで職種別労働力の市場価値か労働力の年令別再生産費に照応するのは合法則的
である．
　労働組合はみぎのような職種別労働力の市場価値を職種別標準賃率に転化させるが，それは同一
労働同一賃金の原則にかなっている.
　〔その二〕
　つぎに，特定職種での平均をこえる労働の質的差異のために，その職種の労働力の市場価値が異
れる労働の価格に転化することがある．もし労働者が年令の上昇とともにその職種の平均をこえる
熟練を身につけるならば，年令の上昇とともに労働の価格は増大するであろう．
　このような年令別賃金格差は同種労働内での労働の価格法則の結果である．
　現実にはみぎの事情はその職種の標準賃率からの賃金の背離となってあらわれる．ここに生ずる
年令別賃金格差は，最悪のはあいには，高められた労働の標準度のもと.で賃金をもとの水準にひき
もどすのに役立つ．労働組合は，原則として，企業別，工場別，個人別にこのような不当格差かう
まれることに反対する.
　,以上の二つ，すなわち〔その一〕と〔その二〕にあっては，年令の高さが偶然に熟練度の向」ユと
むすびついており，そのために賃金が上昇し，年令別賃金格差がうまれる．したがって，これらの
はあいの年令別賃金格差という用語はふかい意味をもたない．
　しかし，年令別賃金格差は熟練度の向上とむすびつかずRﾆ発生することかある.
〔その三〕
さきに〔そのー〕で，個々の職種の労働力の市場価値のあいだに発生する年令別賃金格差につい
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てのべたが，市場価値成立のさいの事情によって，異種労働間の年令別賃金格差が職種間の労働の
複部度の差異を表現しえないばあいがある．
　たとえば，特定の長さの育成期間，特定の大いさの育成費を要する，いくつかの複雑労働職種
を比較するとき，ある職種に高年令層の労働力か固着し，そのためにその職種の労働力の市場価値
が，同じ育成費を要する他の職種のそれよりも，大きくなることがある．熟練労働力の養成かおる
職種で短期間におこなわれるならば，逆の事態がうまれる．
　これは職種別労働力の市場価値法則の直接の結果である．このばあい，異種労働間にあって労働
の価格法則が調節的作用をおよぽし，結局，異常な事惜のもとで成立した労働力の市場価値は修正
されざるをえないであろう．　　　　　　　　　　　　，
　　したがって，賃金の一般水準の低下をおそれる労働組合の，同一労働同一賃金の原則は，みぎの
ような事情のもとで成立するそれぞれの職種の標準賃率を，より高い方へ，統一せしめることをふ
くんでいる．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●
　〔その四〕　　　･●･　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｌ
　最後に，年令別賃金格差は，すでに成立せ芯労働力の市場価値をめぐって，労働力がその個別的
節値に依拠して，個別的な価格で売買されることからもうまれる．このことはわが国の年功序列賃
金の分析にとってきわめて重要であるので，くわしく論じてみたい．
　商品はそれぞれの個別的価値にみあう価格をもって市場にあらわれるが，そこで単一の市場価値
が成立する．しかし，単－･の市場価値の成立は，そのごにおいて，商品がなおもそれから背離する
個別的価格で売買されることをさまたげるものではない．商品がいくらか供給過剰であるときに，
その商品の一部が市場価値以下の価格で販売されることによって需要か局部的に拡大し，そのため
に窮極において需給が一致することがある．このような，いわばーそう新しい市場価値の形成にい
たる過程でみられるような，きわめて具体的な市場での競争関係は，特別剰余価値を生産しうる例
外的生産力をもつ企業で生産された商品か，その商品の市場価値と個別的価値とのあいだの価格
で，または個別的価値そのもので，売買されるときに，よくみられる．いうまでもなく，市場価値
の成立前とちかって，市場価値成立のあとでは，その商品の個別的な現実的価格が市場価値をこえ
ることは，一般には，ありえない．
　労働力のはあいも同様である．労働力の個別的再生産費は年令階層ごとに異る．さきにのべた年ヽ
令別賃金格差では年令と複州度との照応は偶然であったか，労働力の個別的価値と年令階層との照
応は比較的正確である．
　ある職種の労働力市場で特定年令層（たとえば30-35才）の労働力か支配的であるとき，そこで
の市場価値はその年令層の労働力の個別的価値に一致するが，それをこえる高年令層（35才をこえ
るもの）の労働力は，たとい市場価値をこえる労働力の再生産費を要しようとも，市場価値をこえ
る個別的価格をもつことはできない．
　　したがって，労働力の個別･的な売買価格の上限はそれの市場価値によって限界づけられていると
いえよう．
　市場価値に対応する年令層を下まわる（30才未満の）労働力か，個別的価値にみあう価格で取引
されることの可能性は大きい.＊　そのことは，剰余価値を生産するという労働力の使用価値の特殊
性による買いたたき競争と，売手の餓死の自由から生ずる安売り競争，によって裏づけられている.
　　＊－･般に労働力の個別的価値での取引は過剰資本と安価労働力との結合のさいに典型的にあらわれる．
　　じたがって，労働力の年令別価格差が成立しうる可能な範囲は，その職種の労働力の市場価値と
最低年令層の労働力の個別的価値とのあいだである．
　さきに年令別賃金格差〔その二〕で，同一職極内で年令と賃金が併行して増大するばあいについ
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てのべたが，そこでは，罰金制や個人刺戟賃金制などのばあいは別にして，平均をこえる質の労働
はその職種の労働力の市場価値をこえる労働の価格をもつ．労働力市場で成立する年令別の労働力
の個別的価格のはあいは，それとは逆の変動をしめす．
　みぎのような労働力の年令別価格の成立を，さらに，労働力の市場価格，および標準賃率と関辿
させて，考えてみよう.
　-一般商品のはあいには，単一の市場価格の成立によって，だいたい，その価格ですべての商品か
取引される．そうした経過ののちに商品の価値と価格が，いいかえれば，商品の需=給が窮極におい
て一致する．
　労働力のはあいにも，労働者側の抵抗か存しない職種や，過度に労働力が不足する職種では，す
べての年令の労働力が単一の市場価格で販売されることがある．
　しかし，労働力における価値と価格の背溺は，直接に，需=給関係に深い影響をあたえることはで
きない．その･ために，個別的価値の小さい労働力かあらわれるにつれて，賃金の不当格差を通じ
て，市場価格はつねに低下する傾向をもつ．供給過剰のために市場価格がその職穫［の最低年令層の
労働力の個別的価値に近いところで成立しようと，あるいは，それ以下にさがろうと，多くの年令
の労働者にとってはこの市場価格は労他力の順当な再生産を保障しないであろう．
　個々の職種で労働力の市場価格はつねに低下する傾向をもつので，すべての年令の労働力が低い
単一の市場価格で売買されることにたいしては，労働者側の抵抗が予想されうる．
　この抵抗は，なによりもまず，その職種の労働力市場で支配的な年令層(30―35才）の労働者に
よっておこなわれる．いうまでもなく，低下する市場価格は市場価値の転化形態であり，その市場
価値は，本来，その職種の市場で支配的な年令層の労働力の個別的価値によって規定されていた．
したがって，低い市場価格の成立は，支配的年令層の労働力がその価格で取引されることを意味し
ている．そのために，その職種の労働者の絶対的窮乏化は支配的年令層の労働者によって，まず，
感じとられる．
　こうして，市場価格の無制限の低下傾向は，支配的年令層の労働者の生活費という最初の障碍に
出会すことになる.
　この障碍の最大のものは労働組合が確立する単一の標準賃率であり，このとき市場価格は標準賃
率に転化する．
　ただし，標準賃率が成立していても，年令別の労働力の個別的価格は共存しうる．ここでの標準
賃率以下の11令別価格は制限慣行のもとで若年労働者を排除するためのものであり，かれらの低賃
金によって，標準賃率が保護される．
　しかし，標準賃率か醒立されなくても，労働者側の抵抗によって，市場価格の低下が肛1.ﾋされう
る．このとき，標準賃率による拘束がないので，支配的年令層を下まわる年令の労働力は年令別の
労働力の個別的価格をもち，その結果，単一の市場価格はかくれてしまう．
　いずれのはあいにも，特定職種の労働力の市場価格が支配的年令層の労働力の個別的価値-
なわちその職種の労働力の市場価値-を下まわるにつれて，競争のなかで，それ以下の年令の労
働力か一せいにそれぞれの個別的価値以下の価格で販売されることになる．
　ただし，市場価値からの市場価格の背酬の度合に比例して，各年令層の労働力がそれぞれの個別
的価値から背離する個別的価格をもつ，とみるのは，-一般論としてはあやまりであろう．低年令層
労働力の個別的価値は，高年令層労働力のそれにくらべて，各構成要素が小さく，わずかの賃下げ
によって肉体的再生産すらも不可能になるので，低下のさいの弾力性をいちじるしく欠いている，
と考えられる.＊
　　＊このことは，たとえば，男女間賃金格差にあてはめてみたばあいに，好況期にその差かひろがり，不況期
　にせばまる，ことと関係かおる∠しかし，これは，のちにみるように，わか国の年功序列賃金にただちにあて
　　　　　　　　　　　年令別賃金格差と日本の’年功序列賃金　（松井）　　　　　　　　57
　はめることはできない．‘
　したがって，市場価格か最低年令層の労働力の個別的価値にまで低下するような職種では，年令
別価格は成立しがたい．支配的年令層の労働力がその水準で取引されるときに，その低下の割合に
比例して，それ以下の年令の労助力がさらに低い個別的価格をもつことは困難である．さきにもの
べたか，このような職種でも単一の市場価格が表面にあらわれる．
　こうし･て特定職種の年令別賃金格差が成立しうる範囲の上限は，その職種の労働力の市場価格，
すなわち，支配的年令層の労働力の個別的価値にみあう価格，であり，下限は，低年令層労働力の
個別的価値にみあう価格である．
　ここに考察した，特定職種の年令別の労働力の個別的価格の成立もまた，一定の条件のもとで
は，合法則的である．
　最後に，ここでの年令別賃金格差と労働組合との関係を要約しておこう／
　労働者側の抵抗か皆無に近い職種では，すべての年令の労働力は最低年令層の労働力の個別的価
値に依拠して販売せられざ.るをえないであろう．市場価格がその水準まで低下するからである．そ
のために，高年令層労働力がその職種の市場から離脱するかして，結局，低年令層労働力が支配的
になり，労働力の市場価値そのものが低下することになる．さらに小さい個別的価値をもつ労働力
がその市場へあらわれるにつれて，市場価値の一そうの低下がもたらされるであろう..
　この傾向は労働組合が強力なときにー･応阻I.ﾋされる．そのとき，同一･労働同一賃金四原則のもと
に単一の標専賃率が燧立され，労働力の年令別価格の形成はさまたげられる．
　ただし，さきにものべたように，事実上同一労働をおこなっている若年労働者にたいして，厳重
な制限をくわえ，かれらに低賃金をあたえるとともに，特定年令をこえる労働者のために相対的に
高い標準賃率を保障する，という方法かある．
　労働者仰の抵抗かおる程度強いときには，その職種の労働力の巾賜価格が支配的年令層の刈足
しうる水準に維持され,･それ以下の年令の労働力の個別的価格か，競争の’なかで形成される．この
とき市場価格は表面にあらわれない．だが，これはより低い方への賃金の均等化への過渡的な事
態でしかありえない．したがって，労働組合は.標準賃率の確立をくわだて，賃金の年令別格差と
たたかう．
　年令別賃金格差〔その三〕と〔その四〕では，文字通りの，年令別賃金格差が論じられた．これ
らのうち，年功序列賃金の分析にとってとくに重要であるのは〔その四〕である．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
　前節でなされた年令別賃金格差発生の一般的可能性についての考察は，わが国の年功序列賃金発
生の根拠を充分にあきらかにすることができるであろうか．
　そこではつぎの事柄がのべられた．すなわち，職種別労働力の市場価値の階層的構造は，一般に
職種別標準賃率の階層的構造に転化し，年令別賃金格差は，個々の標準賃率のあいだか，または，
それをめぐって，発生し，その結果として，全労働者にかんして年令別賃金構造がえられる，と．
　しかし，わが国では，職種別労働力の市場価値の階層的構造は職種[別標準賃率の階層的構造に転
化することができない．ここでは，年令別賃金格差は標準賃率の階層的構造に附随するのではない
のであって，職種別労働力の市場価値の階層的構造か，直接，年功序列賃金に転化している．した
がってまた，年功序列賃金は単なる年令別賃金格差の複合体でもない．
　そのために，年令別賃金格差発生の一般的可能性をもって，年功序列賃金発生の根拠のすべでを
あきらかにすることはできない．，　　　　　　　　　　　丿　ト　　　　　　尚　　　　　　　　ノ
　前記の年令別賃金格差についての考察を手かかりにして，年功序列賃金発生のための特殊な諸条
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件が論じられなければならない．
　わが国では，職種別標準賃率の階層的構造が形成されていないが，このことは労働力の市場価
値，あるいは，市場価格の階層的構造が成立しなかったことを意味するものではない.＊
　　＊わが国における職種別労働力の市場価値構造の存在が疑われることがあるか，その問題についてはこの党
　書全休が回答をあたえているであろう．もちろん，労働力の市場ぼ値の成立を証明しうるものは標準賃率であ
　るか，市場価値がそれ以外の現象形態をとることは前節〔.その四〕でのべられた．
　労働力の市場価値の成立と標準賃率の成立とを混同してはならない．産業予備軍の増大によって
労働力の市場価値以下にその市場価格が低下するとき，それをくいとめるものとして，標準賃率が
あらわれる．
　一般に，標準賃率は労働組合によって碓立されるのである.
　　＊もっとも，労働者にとってきわめて有利な条件のもとで，あるいは，完全に不利な条件のもとで，特定の
　職種にかんして比較的安定した労助力の市場価格が成立し，その職種のすべての労働力がその単一の価格で取
　引されることがある．このような市場価格も標準賃率とよばれることがある．　　　　　　　　一
　逆に，標準賃率の欠如は無組合状態の産物であるといえよう．
　したがって，わが国で労働組合と称せられる，企業別組合の性格か検討されねばならない，
　労働の価格法則は，労働力の価値法則とちがって，産業間の不均等発展のもとに，特定職種の労
働力の巾‘場価値の転化形態である，標準賃率を，産業別標準賃率に転叱させるだけでなく，さら
に，企業別，工場別，個人別賃率に転化させる．
　企業間（あるいは，工場間）賃金格差は，本来，それぞれの職種の労働の価格にかんする問題で
ある.＊　企業間の生産および労働諸条件の差異は，平均以上の諸条件をもつ少数の企業での労働が
生産する価値を大にし，そのために，企業間で賃金格差か発生しうる．このことは標準賃率をこえ
る賃金かあたえられることをしめしている．しかし，企業間で諸条件が平均化するとともに，労働
基準加向上するにもかかわらず，賃金はもとの水準にさがることが多い.
　　＊企業開設金洛差の存在をもって，労助力の市場匯値か，企業ごとに，あるいは，企業規模ごとに，成立す
　ると，考える見解かある．かって，職匪別労働力市場が地域ごとに成立し，それが企業間格差をうんだことも
　あった．しかし，現在では，最大の労助力市場である簡単労働力市場が解放されている．しかも，たとい労働
　力の自由な移動が企業の枠によって制約されていても，それの生産物の市場は統一されている．そこでは剰余
　価値率の均等化が作用して，標準賃率確立のための条件がつくられる．企業の枠をこえた労働力の自由な移動
　は，労働力の市場価値成立のための唯一の条件ではない．
　労働者間の競争，したがってまた，企業間乃労勁暫搾収競争，を「止揚」する任務をもつ，労働
組合は,･労働の価格法則が企業間賃金格差をうむのを，標準賃率によって，ある程度，阻止するこ
とができる．
　しかし，競争の従順な子である企業別組合は，そうした任務にたええないばかりか，それの存在
自体が賃金の企業間格差発生のための条件になっている．
　ただし，企業別組合は，一国で職業別，産柴別組合のなかに散在しているだけでは，標準賃率の
形成をさまたげえないであろう．そのばあいには，企業別組合をもつ企業での賃率は既存の標準賃
率に依拠してさだめられ，しばしば，それは標準賃率よりも高くなるであろう／
　企業別組合が，わが国でみられるように，一国で支配的であるときに，各企業での賃率は無数の
格差をもってあらわれる．　　　　　　　　　　　　　・
　いな，このときには，賃率の形成そのものもさまたげられるであろう．なぜなら，たとい標準労
働日が確立されていても，それはたえず破られがちであり，しかも，各企業の労働者は賃率よりも
手取り賃金に関心をよせるからである．
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　こうして，企業別組合が文配的なとｃろでは，個々の職楳の標準賃率の恰成心さまたげられる
し，それぞれの賃金は企業間の不当格差を通じて低下する傾向をもつレ
　企業別組合の普及がもたらす職種別標準賃率の欠如は，他の形態で賃金構造がくみたてられるた
めの，根本的な条件をなしているのである．
　つぎに，初任給制度と企業内技能養成制度が，職種別標準賃率の欠如のうえに，年功序列賃金を
うみだす事情をみよう．
　これらの諸制度のなかで，企業内技能養成制度は，本来，国家の政策,とは無縁のものであり，そ
れぞれの個別資本によって自発的にとられる制度でありながら，わが国のように広範囲に採用され
ているときには，職種別労働力の市場価値の階層的構造そのものに，大きい影響をあたえるであろ
う．
　企業内の技能養成は，それが何らかの養成機関を通じておこなわれようと，あるいは，労働のな
かで自然になされようと，必要な技能のみがもっぱら教えこまれるという意味で，ごく短かい育成
期間しか要しない．しかも，育成費は個別資本の負担になるばあいが多く，労働者側では，ほとん
ど，または，まったく，育成費を要しないであろう．
　このことは，企業が複雑労働職種の労働力を，その市場価値以下で，入手することを意味してい
る．したがって，その職種の労働力市場で企業内養成労働力か多数をしめることによって，労働力
の市場価値が低下する．
　もし，ある職種の労働力が企業内でのみ養成されるのであれば，労働力の市場価値は，同一水準
の複州度の柚職種での労働力の市場価値にくらべて，低くなる．多くの職種の労働力が企業内で養
成されることによって，複雑労働力の市場価値が全般的に低下するであろう．
　そうして，極端なばあいには，労働者にとって育成費がゼロであるために，複州労働力の市場価
値が倒単労働力のそれに一致することもあろう．
　実は，こうした傾向はいかなる国でもみられる．賃金の熟練格差は大きいものではなくなってい
るし，それに，重要産業では基幹職種の労働力はほとんど企業内で養成されるからである．
　しかし，職業別組合，および，異種労働間の賃金調整につとめる産業別組合，の伝統の根ぶかい
国では，企業内養成制度はそれほど大きい作用を市場価値構造にあたえないであろう．そこでは養
成制度の導入にたいする労働組合の抵抗がみられる．そうして，組合の制限慣行によって高く維持
される職種別労働力の市場価値が多数あり，企業内養成労働力の市場価値もそれに牽制される．た
とい育成費がゼロであっても，複報労働は社会的平均労働よりも大きい価値を生産するがゆえに，
異種労働間をつらぬく労働の価格法則によって，その職種のヽ労働力の市場価値は調整されるのであ
る．労働組合が市場価値の階層的構造にあたえる影響は軽視されてはならない．
　ところが，わが国のように企業別組合が支配的なところでは，企業別組合自身が企業内養成制度
にたいして好意をもっている＊し，また，それとたたかう力をもちえない．ここでは，労働の価格
法則の調整的作用は，職種別労働力の市場価値の階層的構造を，全休として，圧縮するという形
で,･それを安定せしめるのに役立っている.
　　＊たとえば，労働者の配置転換のさいに企業別組合はー企業内での操作を考え，そのために企業内養成制度
　に依存する．
　このように圧縮された形の労働力の市場価値の階層的構造は，そのまま，圧縮された形の職種別
標準賃率の階層的構造に転化しうるはずである．だが，すでに後者に転化しえない理由はあきらか
にされている．したがって，さらにすすんで，年功序列賃金への道がさぐられねばならぬ．
　ここに初任給制度か登場する．
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ヽ独占段階で資本がもとめるのは大量の簡単労働力である．そうして，簡単労働力の価格を基礎に
して，そのうえに複邨労働力の価格がくみたてられる．簡単労働力市場は，職業別組合はもちろん
のこと,･産業別組合によっても，充分に組織されることはない．独占資本は，最大の労働力市場で
ある，この市場で，もっとも戦闘的な政策をとらねばならないし，また，とることが可能である．
　企業別組合はわずかに一企業の内部で労働者を把握しうるにすぎず，労働力市場における統制力
を完全に欠いているので，わか国では，独占資本は，抵抗の手段をみいださない中・高校および大
学の新規学卒者にたいして，賃金統制政策にちかい浸透力と規模とをもって，初任給制度を適用す
ることができる．
　温情主義的家族制度と工場寄宿舎制皮のもとでは，新規学卒者の生活費は単身者のそれをわるの
で，初任給はきわめて低くさだめられることになる．
　こうして，前節の〔その四〕でふれたごとく，低年令層労働力の現実的価格は，本来，その個別
的価値を大きく下まわることはできないのであるが，わか国では，それが可能になる．
　もともと初任給は複捕労働職種にみられるものであり，むしろ標準賃率に対立しながら，それと
共存し，結果として，標準賃率を保誕するものである．しかし，わか国の初任給は，何よりもまず
簡単労働者に支払われ，しかも標準賃率は存在しない．ただ，企業別組合の力は，無組合状態とち
赳って，労働力の市場価格の低下を，年功序列賃金という形で，わずかにくいとめることに成功し
ているのである．もちろん，このばあいの市場価格は背後にかくれている．
　要約すれば，簡単労働の諸職種では初任給を下限とし，それの労働力の市場価格を上限とする，
範囲のなかに，年令別賃金格差がうまれる．労働力の年令別の個別的価値に依拠する，年令別の個
別的価格の成立が，このような格差をもたらすのである．
　新規学卒者は，さらに，企業内技能養成制度により，異れる上級職種へ昇進するか，同一職種内
での熟練労働者になるか，する．
　上級職種への昇進にかんしては，これまでの叙述から容易に結論がえ,られるであろう．
　一般的にいえば，特定の複紺労働職種の企業内養成労働力の価'格は　簡単労働力の価格プラス育
成費　であるが，わが国では，それは　初任給プラス育成費　であり，企業内育成費はゼロである
か，または，それに近い.
　一方には，圧縮された形の労働力の市場価値の階層的構造があり．他方には，極端に低い初年給
から出,発して．年令とともに急激に増大してゆ,く生活費がある．
　もし．労働の複煉度の差異からうまれる賃金格差を初任給にくわえても，年令とともに増大する
労働力の個別的な再生産費をみたしえないときには，年令別の労働力の個別的価値に依拠して賃金
か再調整されねばならない..
　すなわち，複煉労働職種の賃金は　初任給プラス生活費の年令的増大分　によって修正されるの
である．
　したがってまた，上級職種へ昇進せずして，同じ複煉度の，あるいは..－そう低級な，職種へ配
置転換されるばあいにあっても，賃金はもっぱら年令別の労働力の個別的価値に依拠して，最終的
に決定されることになる．また，現在の職種[の労働の複雑度が減じたばあいにも同様である.＊
　　＊これらの事情は，本来，労働者に低貨金をもたらすはずである．したがって，労働組合は，すべての職種
　の賃金を向上させるなかで，このような職種の労働者の賃金を叙持することをくわだてる．年功序列賃金のも
　とでは，わか国の企業別組合の合理化反対闘争はただちに首切り反対闘争という,形をとるか，労働縮合はーそ
　う多様な闘争形態をもっていることになる．また，わが国の賃金のー･律引上げや，大巾賃上げの要求は，みぎ
　のような意図をもつものではない．
　さきに年令別賃金格差〔その一｀1で，職種別労働力の市場価値と年令的要素との関係について考
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えてみたが，このことは標準賃率と年令的要素との関係にもあて喘まる．それらの階層的構造は，
主として，複州炭からなりたっていた．しかし，わか国のはあいには，複雑度は背後にかくれてし
まうのである．このため，年令の高い層が集中する職種で相対的高賃金があ.らわれるという，年令
別賃金格差〔その三〕にみられる事情が，－そう強くあらわれてくる．
　こうして，わが国では，あらゆる職種の賃金は簡単労働の次元でさだまることになる.＊
　　＊それの典型的なあらわれは，「通し号俸」制である．職階制賃金力kそれの変形であることは，初期の職階
゛制賃金体系の表をみれば，おのずからあきらかになるか，この問題についてはあらためて検討してみたい．な
　お，高校．大学の卒業生は中学卒業生と同じ大いさの初任給をうけとることはありえない.･年令別の労働力の
　個別的価値による賃金の最終的決定のために，かれらの賃金は卒業時の年令の高さによって修正される．した
　がって，かれらの初任給は職種ど無関係にさだまる．最近，かれらの初任給がいくらか割高となっているが，
　しかし，これも育成貿によってそうなったのではない．なぜなら，育成費は職種にたいして発生するのに，学
　歴給は同一･職種内でうまれるからである．
　同一職種内で，企業内技能養成制度により，熟練労働者になるばあいについても，上級職種への
昇進のはあいと同様の結論がえられるであろう．
　同一職種内での熟練度の差異はきわめて小さいし，その熟練は天性の器用さなどによって，ある
いは，労働のなかで自然に体得されるために，育成費はゼロである．
当然，労働力の年令別の個別的価値によって，賃金が再調整されねばならない.＊
　　＊のちにもふれるが，わが国の勤続給は年令と熟練との併行関係からうまれたのではない．
　したがってまた，たとい年令とともに熟練が向上しなくても，あるいは，低下しても，同様の賃
金の再調整が必要になるであろう．
　こうして，熟練度とは無関係な，したがって，文字通りの，年功序列賃金がうまれる．
　ところで，さきにのべておいたが，ここでの「年令」は，独身時代などの，年令階層をさしてい
る．しかるに，わが国の年功序列賃金の「年令」は小きざみのものである．
　小きざみの年令別賃金格差は労務管理政策上の勤続給の影響をうけている．だが，熟練と年令と
の併行関係をみこんだ勤続給と，わか国の年功序列賃金での勤続給的要素とは，本質的に，異る．
前者は労働の価格の段階で論じられるものであり，後者は労働力市場における年令別の労働力の個
別的価格にまでさかのぽって論じられる．前者の勤続給は，一般に，その職種の労働力の市場価格
につけくわえられるものであるが，後者のそれは，労働力の市場価格を到達点として，初任給にく
わえられるものであり，ここでは，熟練と勤続年数，または年令との照応関係は無視されてもよ
いのである．
　これまでの考察を要約してみよう．
　力が国では，企業別組合の全面的普及のために，職種別労働力の市場価値の階層的構造は職種別
標準賃率の階層的構造に転化することかできない．したがって，異った形態の賃金構造があらわれ
ざるをえない．ところで，企業内技能養成制度によって，労働力の市場価値の職種間格差が縮小
し，それの階層的構造は圧縮された形をとる．そうして，初任給制度と養成制度のもとで，複雑労
働職種の賃金は簡単労働職種の賃金にたいする相対的自立性をうしない，すべての職種の賃金は，
簡単労働の次元で，年令別の序列をもってくみたてられることになる．
　ここにうまれる年功序列賃金の上限は，簡単労働力の市場価格－
－－であり，下限は義務教育修了者の初任給である．
　わが国の企業別組合は，本来の労働組合と無組合状態との，中間的存在である．それに対応し
て，年令別の労働力の個別的価格の成立は，標準賃率の確立と市場価格の無制限の低下との，中間
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もちろん，年功序列賃金をこのように位置づけるときに，企業別組合が，無組合と
ともに，労働組合とは質的に異ることが忘れられてはならぬ．
　最後に，すでに形成された年功序列賃金と企業間格差との関係についてまとめておこう．
　簡単労働力市場は解放的であるので，新規学卒者の初任給の企業間格差は小さい．
　ただ，大企業は高賃金にたいする譲歩の余地をもち，かつ，強力な企業別組合により組織され七
いるので，小企業に比していくらか初任給を高くさだめる．
　同じ理由のために，大企業では，労働力の年令別の再生産費をよく反映させることかできるの
で，年功序列賃金成立のための条件が普遍的に存在するにもかかわらず，小企業におけるよりも大
きい年令別賃金格公をあたえ，かつ，年功序列の上限を，賃金と年令の双方にかんして高く設定す
ることができる．逆に，小企業では，大企業にみられるような整然たる年功序列賃金が成立しない．
　さきに，年功序列賃金の上限を簡単労働力の市場価格とみなしたが，大企業ではそれをこえて序
列がくみたてられることになる．ただし，大企業の年功序列賃金は，労働力が供給過剰であるかぎ
り，その市場価値をこえることはない．
　他方，標準賃率の欠如のもとでは，小企業の年功序列賃金の上限は労働力の市場価格を下まわ
り，極端なばあいには，年功序列は成立しない．
　かってＦ・エングルスは「労働力の価値を必要生活資料の価格に制限する法則，および労働力の
平均価格を通例この生活資料の最小限におしさげるもう一つの法則，この二つの法則が，労働者を
車輪にはさんでおしつぶす，自動機の抵抗すべからざる力で労働者にたいして作用している」との
べたが，わが国の労働者階級も例外ではありえない．
　年功序列賃金はわか国の労働者階級の絶対的窮乏化のもっとも明白な指標である．年功序列賃金
のこういう階級的本質は，その構造が特殊な諸条件のもとで作用する賃金の諸法則によってうみだ
されることから，必然的に生ずるのである．
　わが国の年功序列賃金は，
とっている．
　　　　　む　　す　　び
単なる年令別賃金格差とはちがって，賃金構造として完成された姿を
　その構造を，根本においてささえるものは，企業別組合の全国的普及である．それは，職種別標
準賃率の形成をさまたげるだけでなく，初任給制度と企業内技能養成制度にたいする対策をもちえ
ず，そのために年功序列賃金がうまれる．
　最近，わが国の独占資本は，自力によって，あるいは，企業別組合の協力によって，年功序列賃
金を打破し，同一労働同一賃金を実現することをくわだてているが，それは不可能なことである．
　しかしながら，企業別組合がわか国の労働組合運動の力のあらわれであるとすれば，年功序列賃
金はそれの成果である．このことを無視して，産業別組合と同一労働同―賃金の原則への道を考え
ることはできないであろう.
　　（この覚書では「通し号俸」制の解明に終始した．年功序列賃金についての理論的分析は数多くの問題を提
　起しているので，それらについてはあらためて論ずることにしたい.）
(昭和36年９月14日受理)
